様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年　　2月　　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） しんでんげんこうぎょうかぶしきがいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称  新電元工業株式会社 
（ふりがな） たなか　のぶよし  
（法人の場合）代表者の氏名   田中　信吉  印   
住所　〒100-0004
東京都千代田区大手町二丁目2番1号 新大手町ビル
法人番号　　5010001008697　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	参照①：有価証券報告書-第100期
参照②：2022年3月期 決算説明会
参照③：(HP)新電元グループのデジタルトランスフォーメーション（DX）


	公表日
	参照①：2023年06月30日
参照②：2022年05月19日
参照③：2023年10月23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	参照①：有価証券報告書-第100期
PDF文書
https://pdf.irpocket.com/C6844/KSWQ/qfJ0/xdiB.pdf
(P.14)「移行リスク・機会 / 技術」
ページへの辿り方
当社ホームページ（有価証券報告書）にて公表。
TOP>IR情報>IR資料室>有価証券報告書
https://www.shindengen.co.jp/ir/library/yuhou/
上記サイトにて公表。

参照②：2022年3月期 決算説明会
PDF文書
https://pdf.irpocket.com/C6844/wigp/BAXs/zxmh.pdf
(P.15)「長期ビジョン2030」
(P.15, 16)「製品ポートフォリオの最適化」
(P.18)「第16次中期経営計画」

ページへの辿り方
当社ホームページ（決算説明会）にて公表。
TOP>IR情報>IR資料室>決算説明会
https://www.shindengen.co.jp/ir/library/event/
上記サイトにて公表。

参照③：
https://www.shindengen.co.jp/company/dx/
「DX推進アウトライン」


	記載内容抜粋
	"参照①"P.14にて、社会や自社競争環境における当社のリスクと機会について公表しております。
特に技術的な内容としては「エネルギー関連技術の開発競争激化」、「脱エンジン化」、「脱炭素化」、「環境配慮型製品」といったキーワードに関連する領域の製品開発・サービス対応こそが当社の役割であると理解しております。

また、"参照②"P.15にて、経営ビジョンを「長期ビジョン2030」として下記の通り公表しております。
「革新的な技術によって地球環境に配慮した先進的なソリューションを生み出して持続可能な社会に貢献し、あらゆるステークホルダーから必要とされつづけるパワーエレクトロニクスカンパニー」
加えて、"参照②"P.15, 16にて、「製品ポートフォリオの最適化」を実現する旨を公表しております。
長期的な観点で、「脱炭素社会のキーパーツとなるパワーデバイス」「ヒトと環境の未来を託されるモビリティソリューション」「全事業のコア技術を融合した環境ソリューション」を創出し、環境貢献をより重視した製品ポートフォリオを継続的に整備してまいります。

上記の経営ビジョンを実現する為に、"参照③"「新電元グループのDXビジョン」を定め、下記の通り公表しております。
「デジタル技術を活用してエンジニアリングチェーンとサプライチェーンの有機的連携を図り、ビジネスプロセスを変革することによって、新たな価値の創出と持続可能な社会の実現に貢献するパワーエレクトロニクスカンパニーを目指します」
あわせて、"参照③"「DX推進アウトライン」にて、"参照②"P.18「第16次中期経営計画」とDXの関連付けを明示しております。サプライチェーンの改革によって「稼ぐ体質づくり」を実現し、エンジニアリングチェーンの改革によって「伸長事業拡大の布石」を実現いたします。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会審議・決議を経て公表（参照①、②）

DX推進委員会審議・決議を経て公表（参照③）
(DX推進委員会は、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会の下部組織であり、社内DX推進に関する承認権限を委譲された執行機関でございます 。)




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	参照②：2022年3月期 決算説明会
参照③：(HP)新電元グループのデジタルトランスフォーメーション（DX）


	公表日
	参照②：2022年05月19日
参照③：2023年10月23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	参照②：2022年3月期 決算説明会
PDF文書
https://pdf.irpocket.com/C6844/wigp/BAXs/zxmh.pdf
(P.18)「第16次中期経営計画」
ページへの辿り方
当社ホームページ（決算説明会）にて公表。
TOP>IR情報>IR資料室>決算説明会
https://www.shindengen.co.jp/ir/library/event/
上記サイトにて公表。

参照③：
https://www.shindengen.co.jp/company/dx/
「DX推進アウトライン/有機的連携」


	記載内容抜粋
	"参照②"P.18にて、経営ビジョンやビジネスモデルを実現する為の戦略として「第16次中期経営計画」を公表しております。
2022年度から2024年度までの3ケ年を期間とする「第16次中期経営計画」では、経営方針として「長期ビジョンの実現に向けた基盤づくり」と定め、主要テーマを「稼ぐ体質づくり」「伸長事業拡大の布石」「温室効果ガス排出量削減分野へのリソース配分」とすることで、「長期ビジョン2030」で掲げるありたい姿に向け、事業の成長とサステナビリティを統合した製品ポートフォリオへの転換を促進してまいります。
経営方針の実現に向けて、「安く作る仕組み」「R&Dマーケティング」「M&Aアライアンス」「高品質安定供給」「ブランディング」「資本効率の向上」「ESG経営の高度化」などの各試作の遂行にあたっては、デジタルトランスフォーメーションを広く活用してまいります。

上記戦略を実現する為に、"参照③"「DX推進アウトライン / 有機的連携」にて、調達・販売などを管理するサプライチェーン領域のデータと、企画・設計などを管理するエンジニアリングチェーン領域のデータを活用することで、プロセスの改革や価値ある製品の創造に繋げていく戦略であることを明示しております。

上記「DX推進アウトライン / 有機的連携」を、当社におけるデジタル活用、データ活用の主軸としている背景について補足させていただきます。
当社における現状の情報インフラの設備状態においても、データの蓄積や参照がある程度は可能な状態でございます。しかしながら、部門や事業、製品などによって、個別最適な仕組みが実装されており、情報のサイロ化を招く可能性のあるシステム構成となっていることも事実です。
こういったシステムの再設計こそが、データ活用による新しい価値の創出や、部門を横断した技術的なシナジー効果の生成という観点から効果的であり、優先して取り組む課題であると認識しております。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会審議・決議を経て公表（参照②）
DX推進委員会審議・決議を経て公表（参照③）
(DX推進委員会は、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会の下部組織であり、社内DX推進に関する承認権限を委譲された執行機関でございます 。)




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	参照③：
「DX推進体制」

	記載内容抜粋
	DX推進委員会・サプライチェーンマネジメント分科会・エンジニアリングチェーンマネジメント分科会の設立を明言しております。
また、これらの組織は経営陣の強いコミットメントが可能となるトップダウン型のアプローチと、現場のアイディアや課題を吸い上げるボトムアップ型のアプローチが実現可能となる方針で運営されていることを明示しております。
人材の育成・確保に関しては、デジタル化を前提とした「業務改革」 や「企業価値創出」を可能とするスキルやマインドを持つ人材を育成するために、DX（IT）リテラシーや情報セキュリティなどの社内教育環境の強化に取り組んでいる旨を明示しております。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	参照③：
「IT投資方針」

	記載内容抜粋
	材料調達、生産、在庫管理、物流から販売までのサプライチェーンを管理するERP（Enterprise Resources Planning）システムと、製品企画、設計、生産から廃棄に至るエンジニアリングチェーンを管理するPLM（Product Lifecycle Management）システムの導入を進めていることを明示しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	参照②：2022年3月期 決算説明会
参照③：(HP)新電元グループのデジタルトランスフォーメーション（DX）


	公表日
	参照②：2022年05月19日
参照③：2023年10月23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	参照②：2022年3月期 決算説明会
PDF文書
https://pdf.irpocket.com/C6844/wigp/BAXs/zxmh.pdf
(P.22)「第16次中期経営計画」
ページへの辿り方
当社ホームページ（決算説明会）にて公表。
TOP>IR情報>IR資料室>決算説明会
https://www.shindengen.co.jp/ir/library/event/
上記サイトにて公表。

参照③：
https://www.shindengen.co.jp/company/dx/
「IT投資方針」


	記載内容抜粋
	中計最終年度目標を売上高、経営利益率として記載しており、この目標設定を2030年度まで継続していくことを明示しております。2030年度までを見越した長期ビジョン2030における当社の成長はDX推進やデータ活用を前提としたものであり、本指標による評価が適切であると考えております。

"参照③"「IT投資方針」に示す通り、「クラウドシフト」を前提としたシステム選定や、「Fit to Standard」を前提とした業務改革およびシステム導入を、DX推進活動の基本方針・定性的な管理目標と定めております。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	参照③：2023年10月23日
参照④：2023年11月15日


	発信方法
	参照③：(HP)新電元グループのデジタルトランスフォーメーション（DX）
https://www.shindengen.co.jp/company/dx/
「トップメッセージ」

参照④：2024年3月期第2四半期決算説明会動画
動画
https://www.bridge-salon.jp/streaming/movie/6844_20231115.html
（先頭からの再生位置：28:30～28:50頃）
ページへの辿り方
当社ホームページ（決算説明会）にて公表。
TOP>IR情報>IR資料室>決算説明会
https://www.shindengen.co.jp/ir/library/event/


	発信内容
	"参照④"2024年3月期第2四半期決算説明会において、代表取締役社長である田中が、「資金の適切なコントロールをベースに、新製品の開発やDXを推進しつつ、設計から生産、出荷までのあらゆるロスの削減で収益力を上げていく」旨を説明しております。

あわせて、"参照③"「トップメッセージ」にて代表取締役社長田中より、「長期ビジョン2030」を実現する為にデジタルトランスフォーメーションを強く推進することを宣言しております。また、その結果が、市場のニーズや価値観が多様化するなか、加速するビジネス環境の変化に柔軟かつ迅速に対応することにつながるということを発信しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023年　9月頃　～　2023年　10月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析結果をIPAに提出済




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2023年　5月頃　～　　現在も継続実施中


	実施内容
	当社はサイバーセキュリティ（情報セキュリティ）リスクが経営上の重要課題の一つであると認識しており、2023年5月に「情報セキュリティ基本方針」を社長名にて定め、社内外に周知しました。
基本方針に従ってリスク管理体制として情報セキュリティ委員会を設置して、必要な対策を実施できるようにしております。
以下は情報セキュリティ委員会の具体的な活動です。
・情報セキュリティリスク対応計画の策定
・情報セキュリティリスク対応計画に沿ったシステムの構築
・情報セキュリティ委員会を定期開催することによる計画実施状況のチェック、改善
・情報セキュリティリスク顕在時の緊急対応体制の設置
・情報セキュリティリスク顕在時の事業継続計画との連携
・役員および従業者へ情報セキュリティ教育や啓発活動の実施
・委員会事務局による情報セキュリティに関する情報の収集・展開




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

